別添様式１
年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　　様

住　所

企業名

代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
県北広域産業力強化促進事業費補助金　令和５年度認定対象事業公募　応募申請書

県北広域産業力強化促進事業費補助金の令和５年度認定対象事業として採択を受けたいので、関係書類を添えて申請します。

記
１　事業の名称
２　事業に要する経費（税込）　　　金　　　　　　　　　　　円
　（うち補助対象経費（税抜）　　　金　　　　　　　　　　　円）
３　補助金交付希望額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
４　事業の実施期間
　　着手予定日　　　　　　　年　　月　　日
完了予定日　　　　　　　年　　月　　日
　　※　遅くとも令和７年12月末までに事業を完了する必要があります。
《添付書類》
１　事業計画書（別添様式２）
２　決算書（直近３期分）の写し

３　会社概要資料（パンフレット等）

４　見積書の写し等事業費の根拠を証する書類
５　市町村長の同意書（別添様式３）

別添様式２
事業計画書

１　応募企業
	(１)　企業の概要

	
	名　称
	

	
	代表者の職氏名
	

	
	所在地（本社）
	

	
	創業年月日
	　　　　　年　　月　　日　　（県北広域での事業継続年数：　　　　　年）

	
	連絡
担当者
	職氏名
	

	
	
	電話番号
	
	FAX番号
	

	
	
	メールアドレス
	

	
	資本金（出資金）
	千円
	従業員数
	名

	
	業種（主たるもの）
	（日本標準産業分類中分類）

	
	主たる製品等
	

	(２)　経営状況　（注）直近３期分の実績（千円未満四捨五入）を記載してください。
（単位：千円）

	
	
	年 　月 　日～ 

年 　月 　日
	年 　月 　日～ 

年 　月 　日
	年 　月 　日～ 

年 　月 　日

	
	ア　売上高
	
	
	

	
	イ　経常利益
	
	
	

	
	ウ　当期利益（税引後）
	
	
	


２　応募事業の概要

	(１)　事業の名称
	

	(２)　事業の実施期間
	着手予定日　　　　　　年　　月　　日
完了予定日　　　　　　年　　月　　日

	(３)　事業の対象工場等
	名　　　称　
所　在　地　
業　　　種　
主たる製品等　

	(４)　事業の目的及び概要

(注)事業の目的及び導入する設備等について、簡潔に記載してください。
	


３　応募事業の内容

(注)
枠に収まらない場合は、適宜広げて差し支えありません。

(１)　事業の実施によって解決しようとする課題と解決方法
	※　現状でどのような課題が存在し、どのようにそれを解決するのかを、具体的な目標等を明確にしながら、課題解決のために必要な設備等の内容が分かるように記載してください。



(２)　具体的な取組内容
	※　上記の課題解決方法に係る取組内容について、どのような工程で実施するかを、必要に応じ図表や写真等を用いながら、具体的に記載してください。




(３)　主な取組ごとのスケジュール

　事業実施期間：　　　　　　　年　　月　　日　～　　　　　年　　月　　日

 　【令和５年度】

	取組内容
	４月
	５月
	6月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　【令和６年度】

	取組内容
	４月
	５月
	6月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　【令和７年度】

	取組内容
	４月
	５月
	6月
	７月
	８月
	９月
	10月
	11月
	12月
	１月
	２月
	３月

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


 (注) (2)の「具体的な取組内容」に係る各工程に沿って、どのようにスケジュールを進めるのか記載してください。

(４)　雇用計画等
ア　雇用計画

	
	認定申請時点

（Ａ）
	認定事業実施中（増減）
（Ｂ）
	認定事業

完了予定時点

（Ａ＋Ｂ）

	対象工場等の雇用者数
	人
	人
	人

	
	うち常用雇用者数
	人
	人
	人

	
	
	うち新規雇用者数
	
	人
	人

	
	
	
	
	内訳（年度別新規雇用者数）
	

	
	
	
	
	令和５
	令和６
	令和７
	

	
	
	
	
	人
	人
	人
	

	
	うちその他雇用者数
	人
	人
	人


イ　雇用計画の達成方法等
	※　県北広域における産業競争力の強化、若者等の労働力の地元定着という観点から、雇用計画の実施に係る方針、雇用計画を達成するための具体的方策等を具体的に記載してください。



 (５)　実施体制
	※　補助事業として行う業務内容と、それに従事する者のそれぞれが担う役割を記載した実施体制図を簡潔に記した上で、外部機関等からの技術指導を受ける場合はその内容等について言及し、設備等の整備をどのような体制で推進するのかを具体的に記載してください。
　　



(６)　期待される成果
(注)
事業実施年度以降、概ね３年間の見込みについて記載してください。
数値を用いる等、極力客観的に評価できる内容とするとともに、必要に応じ図表等を用いながら、わかりやすく記載してください。
ア　県北広域における産業競争力の強化における成果
	※　「生産性向上」、「技術力向上」、「新分野進出・新サービス展開」、「製品・サービスの付加価値向上」又は「サプライチェーンの強化」のうち、該当するもの全てについて具体的な内容を記載してください。なお、記載に当たっては、なるべく具体的な数値目標（例：労働生産性の伸び率、売上高経常利益率の伸び率、付加価値額の伸び率等）を用いるよう努めてください。



イ　若者等の地元定着における成果
	※　若者等の地元定着における成果について、具体的な内容を記載してください。



ウ　上記以外の成果
	


４　収支予算

(１)　収入
（単位：円）
	区　分
	予算額
	調達先
	備　考

	県北広域
産業力強化支援事業費補助金
	　
	　
	　

	自己資金
	　
	　
	　

	借入金
	　
	　
	　

	その他
	　
	　
	　

	合　計
	 
	　
	　


（注）　予算額の合計は、(２)支出の「事業に要する経費（税込）の合計と一致します。

(２)　支出
（単位：円）
	経費区分
	事業に要する経費（税込）
	補助対象経費
（税抜）
	補助金交付

希望額
	備　考

	設備導入費
	　
	
	　
	　

	工具器具費
	　
	
	
	　

	原材料費
	　
	
	
	　

	技術指導費
	　
	
	
	　

	教育研修費
	　
	
	
	　

	委託費
	　
	
	
	　

	運搬費
	　
	
	
	　

	工事費
	
	
	
	

	その他
	　
	
	
	　

	合　計
	 
	
	　
	　


（注）１　補助対象経費には、消費税及び地方消費税は含まないものとします。
２　「１　収入」の合計額と、「２　支出」のうち「事業に要する経費」の合計額が一致するようにしてください。

３　補助金交付希望額については、千円未満は切り捨ててください。
(３)　経費明細書
（単位：円）
	経費区分
	内　容
	数量
	単位
	単　価
（税込）
	事業に
要する経費
（税込）
	補助対象経費
（税抜）
	補助金交付
希望額

	設備導入費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	設備導入費　小計
	
	
	

	工具器具費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	工具器具費　小計
	
	
	

	原材料費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	原材料費　小計
	
	
	

	技術指導費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	技術指導費　小計
	
	
	

	教育研修費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	教育研修費　小計
	
	
	

	委託費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	委託費　小計
	
	
	

	運搬費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	運搬費　小計
	
	
	

	工事費
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	工事費　小計
	
	
	

	その他
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	　
	　
	　
	　
	
	
	

	
	その他　小計
	
	
	

	合　計
	
	
	


（注）１　補助対象経費には、消費税及び地方消費税は含まないものとします。
２　必要に応じて、行の数や高さを変更して差し支えありません。

３　補助金交付希望額については、千円未満を切り捨ててください。
　　　４　消費税については、小数点以下を切り捨ててください。
別添様式３
年　　月　　日

岩手県知事　　　　　　　様

　　　　　　　　市町村長　氏　　　　　名　　
県北広域産業力強化促進事業費補助金　令和５年度認定対象事業公募　応募同意書
下記に掲げる事業について、県北広域産業力強化促進事業費補助金の令和５年度認定対象事業として応募することに同意します。
記

	１　応募企業
	名　称
所在地

	２　事業の名称
	

	３　事業の対象工場等
	名　称

所在地

業　種

	４　事業に要する経費　　
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　円（税込）
（うち補助対象経費　　　　　　　　　円（税抜））

	５　事業に対する評価
	※　応募事業の内容について、県北広域における産業競争力の強化や若者等の地元定着に資するものと認める理由を記載してください。



	６　対象工場等において営む事業の業種に対する評価
	※　対象工場等において営む事業の業種について、県北広域における産業競争力の強化や若者等の地元定着に資するものと認める理由を記載してください。なお、製造業、ソフトウェア業又は自然科学研究所のいずれかの業種に該当する場合には、記載不要です。



　（注）１　「５　事業に対する評価」及び「６　対象工場等において営む事業の業種に対する評価」については、必要に応じ適宜枠を広げて記載して差し支えありません。

　　　　２　末尾余白に、市町村の担当部署名及び担当者職氏名を付記してください。
別添様式４
年　　月　　日

市町村長　　　　　　　様

住　所

企業名

代表者（職氏名）　　　　　　　　　　　　　　　　
県北広域産業力強化促進事業費補助金　令和５年度認定対象事業公募　応募同意依頼書
県北広域産業力強化促進事業費補助金の令和５年度認定対象事業公募に応募したいので、貴職による同意をお願いします。

記
１　事業の名称

２　事業に要する経費（税込）　　　金　　　　　　　　　　　円
　（うち補助対象経費（税抜）　　　金　　　　　　　　　　　円）
３　補助金交付希望額　　　　　　　金　　　　　　　　　　　円
４　事業の実施期間
　　着手予定日　　　　　　　年　　月　　日

完了予定日　　　　　　　年　　月　　日
（注）応募書類（成案）の写しを添付してください。
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